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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第61期

第２四半期連結
累計期間

第61期
第２四半期連結
会計期間

第60期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年９月30日

自　平成20年７月１日
至　平成20年９月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 409,429 204,265 805,419

経常利益 (百万円) 6,110 2,862 13,901

四半期(当期)純利益 (百万円) △2,896 △4,950 8,381

純資産額 (百万円) ─ 81,017 80,772

総資産額 (百万円) ─ 385,702 387,273

１株当たり純資産額 (円) ─ 1,326.60 1,351.96

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) △49.80 △84.80 148.23

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ─ ─ 135.55

自己資本比率 (％) ─ 20.08 19.94

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,086 ─ △12,996

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △3,425 ─ △10,697

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,504 ─ △3,883

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ─ 15,112 15,851

従業員数 (名) ─ 5,555 5,404

(注) １．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第61期第２四半期連結累計(会計)期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存

在するものの１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。

　

EDINET提出書類

東邦薬品株式会社(E02608)

四半期報告書

 2/34



２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当連結グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
5,555 
(1,482)

(注) １　従業員数は、嘱託社員を含めた就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成20年９月30日現在

従業員数(名)
2,428 
(811) 

(注) １　従業員数は、嘱託社員を含めた就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【仕入及び販売の状況】

(1) 仕入実績

当第２四半期連結会計期間における仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 仕入高(百万円)

医薬品卸売事業 183,709

調剤薬局事業 1,611

合計 185,321

(注)１　セグメント間取引については、相殺消去しております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであ

ります。
　

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円)

医薬品卸売事業 198,369

調剤薬局事業 5,790

治験施設支援事業 106

合計 204,265

(注)１　セグメント間取引については、相殺消去しております。

２　「主な相手先別の販売実績」については、販売実績の総販売実績に対する割合が100分の10以上の相手先はあり
ませんので記載を省略しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

　

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

　

(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、米国金融市場におけるサブプライム住宅ローン問題
に起因する世界的な金融不安と株式市場の不透明さ、原油や穀物価格の高騰による物価高と個人消費の
低迷などの影響で、国内景気は足踏み状態から後退局面の色合いが強まる展開となりました。
医療用医薬品市場におきましては、平成20年４月に薬価基準の改定（平均5.2％の引き下げ）や診療報酬
改定が実施されたものの、市場全体としては高齢化や生活習慣病関連薬剤の市場拡大により、緩やかなが
ら伸長（平成20年４月－９月の前年同期間比3.7％増・クレコンリサーチ＆コンサルティング株式会社
の推計）したものと推測しております。
また、医薬品卸売業界では、「医療用医薬品の流通改善に関する懇談会」（流改懇）の「緊急提言」を受
け、未妥結・仮納入や総価取引、薬価差問題の是正に向けて、業界全体が不退転の決意を持って取り組ん
でおり、その成果が問われる状況にあります。
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このような経営環境のもと当連結グループは、中期連結経営計画「第三の創業～革新と創造０７－０
９」の３年目において、事業の正常化と効率化、高付加価値化、組織と人材の活性化を引き続き重要な施
策と位置づけ、適正利益の確保を目指した価格交渉と独自の顧客支援システムを柱とする提案型営業を
強力に推進してまいりました。特に、事業の正常化においては未妥結・仮納入や総価取引の是正について
は一定の成果を上げたものと認識しております。また、高付加価値化においてはサービス対価を利用料と
いう形で徴収するフィービジネスモデルを確立し伸長させることができました。更に、拡大する調剤薬局
市場については、「薬局共創未来研究会」を発足させて、調剤薬局の経営課題解決のために当社の経営資
源を活用して支援するとともに、取引関係の強化に向けた新たな取り組みを開始しました。また、調剤薬
局事業の拡大に向けて機動的に対処するため、連結子会社である株式会社エトスを平成20年11月１日付
で完全子会社とすることに決定しました。
当第２四半期連結会計期間における売上高は204,265百万円、営業利益は2,048百万円、経常利益は2,862
百万円、四半期純利益は△4,950百万円となりました。
　
事業の種類別セグメントの業績の概略は以下の通りです。医薬品卸売事業におきましては、当第２四半期
連結会計期間の売上高は200,518百万円（前年同期間比4.4％増）で市場平均の伸長率を上回ることがで
き、営業利益は2,135百万円となりました。なお、売上高にはセグメント間の内部売上高2,149百万円を含
んでおります。調剤薬局事業におきましては、当第２四半期連結会計期間の売上高は5,790百万円、営業利
益は290百万円となりました。治験施設支援事業におきましては、当第２四半期連結会計期間の売上高は
106百万円、営業利益は△98百万円となりました。
　
（注）前年同期間との増減率は参考値であります。
　

(2) 財政状態の分析

（資産）
流動資産は、前連結会計年度末に比べて0.4％減少し、292,338百万円となりました。これは主として、現金
及び預金が905百万円、商品が1,075百万円それぞれ減少し、受取手形及び売掛金が450百万円、繰延税金資
産が978百万円、短期貸付金が1,178百万円それぞれ増加し、貸倒引当金が1,756百万円増加したことによ
ります。
固定資産は、前連結会計年度末に比べて0.5％減少し、93,363百万円となりました。これは主として、関係
会社株式が4,352百万円減少し、のれんが1,587百万円、投資有価証券が1,934百万円、その他の投資等が
371百万円それぞれ増加したことによります。
この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べて0.4％減少し、385,702百万円となりました。
　

（負債）
流動負債は、前連結会計年度末に比べて0.9％減少し、275,346百万円となりました。これは主として、短期
借入金が1,398百万円、未払法人税等が1,620百万円それぞれ減少し、支払手形及び買掛金が514百万円増
加したことによります。
固定負債は、前連結会計年度末に比べて2.6％増加し、29,338百万円となりました。これは主として、債務
保証損失引当金が1,000百万円増加し、負ののれんが535百万円減少したことによります。
この結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて0.6％減少し、304,685百万円となりました。
　

（純資産）
純資産合計は、前連結会計年度末に比べて0.3％増加し、81,017百万円となりました。これは主として、資
本剰余金が976百万円、その他有価証券評価差額金が553百万円それぞれ増加し、自己株式が1,982百万円
減少し、利益剰余金が3,358百万円減少したことによります。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期連結会
計期間末と比較し11,689百万円減少しました。その結果、当第２四半期連結会計期間末の資金残高は
15,112百万円となりました。当第２四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれら
の要因は次のとおりであります。
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
営業活動による資金の減少は、8,735百万円となりました。これは主として、税金等調整前四半期純損失が
5,727百万円、仕入債務の減少額が14,948百万円あったものの、売上債権の減少額が3,266百万円、たな卸
資産の減少額が2,014百万円、関係会社株式評価損が5,586百万円あったこと等によるものであります。
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
投資活動による資金の減少は、2,337百万円となりました。これは主として、貸付けによる支出が1,218百
万円、関係会社株式の取得による支出が871百万円あったこと等によるものであります。
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
財務活動による資金の減少は、635百万円となりました。これは主として、短期借入金の純減少額が371百
万円、長期借入金の返済による支出が79百万円あったこと等によるものであります。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当連結グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変
更及び新たに生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

第１四半期連結会計期間末に計画中であった、合同東邦株式会社南大阪営業所の新築移転につきまして

は、平成20年９月に完了いたしました。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 192,000,000

計 192,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年11月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 59,274,15760,766,622
東京証券取引所　　市

場第一部
―

計 59,274,15760,766,622― ―

(注)　「提出日現在発行数」欄には、平成20年11月１日からこの四半期報告書提出日までの、旧商法に基づき発行された

新株予約権付社債の権利行使により発行された株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①　新株予約権

当社は、会社法第236条、第238条、第239条、第361条第１項第１号及び第３号の規定に基づき、株式報酬

型ストックオプションとして新株予約権を発行しております。

　
第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 1,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株)　　　　(注1) 150,000

新株予約権の行使時の払込金額(円)　　　　　(注2) 2,429

新株予約権の行使期間
自　平成20年７月１日
至　平成23年６月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　2,429
資本組入額　　1,215

新株予約権の行使の条件

①　新株予約権の割当を受けた者は、当社または連結
　　子会社の取締役、監査役もしくは従業員のいずれ
　　の地位をも喪失した場合には、行使することがで
　　きないものとする。ただし、任期満了による退
　　任、定年または会社都合による退職、その他正当
　　な事由のある場合はこの限りではない。
②　新株予約権者が死亡した場合、相続人は行使する
　　ことができない。
③　新株予約権者は、新株予約権個数の全部または一
　　部につき行使することができる。ただし、一部を
　　行使する場合には、割り当てられた新株予約権の
　　整数倍の単位で行使するものとする。
④　その他の条件については、当社と新株予約権の割
　　当を受ける者との間で締結する新株予約権割当契
　　約に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による当該新株予約権の取得については、当社取
締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注3)

(注) １　新株予約権１個につき目的となる株式の数は、100株であります。
ただし、権利付与日後に当社が株式分割または株式併合を行う場合は、新株予約権のうち当該株式分割または
株式併合の時点で行使されていないものについて、次の算式によりその目的たる株式数の調整を行うものと
し、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てます。
　調整後株式数＝調整前株式数×分割または併合の比率
また、当社が資本の減少を行う場合等、目的たる株式数の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で
適切に目的たる株式数の調整を行うものとし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨てます。

　　 ２　発行価額は、権利付与後に当社が時価を下回る価額で新株を発行または自己株式の処分をする場合（新株予約権
（新株予約権付社債に付されたものを含む）の行使による場合を除く）、次の算式により行使価額を調整し、
調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たり払込金額

新規発行前株価

既発行株式数＋新規発行株式数

前記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した
数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に、「新規発行前株
価」を「処分前株価」にそれぞれ読み替えるものとします。
また、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額の調整を行うものとし、調整によ
り生ずる１円未満の端数は切り上げます。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割または併合の比率

また、当社が資本の減少を行う場合等、行使価額の調整を必要とする場合には、当社は合理的な範囲で適切に
行使価額の調整を行うものとし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げます。
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３　当社が、合併（合併により当社が消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転（以上を

総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合においては、本新株予約権者に合併後存続する株式会

社または合併により設立する株式会社、分割する事業に関して有する権利義務の全部または一部を継承する

株式会社、新設分割により設立する株式会社、当社の発行済株式の全部を取得する株式会社および株式移転に

より設立する株式会社（以下、「再編対象会社」という。）の新株予約権を以下の条件で交付することができ

るものとします。

(1) 新株予約権の目的となる株式の種類
再編対象会社の普通株式とします。

(2) 新株予約権の目的となる株式の数
組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された数とし、調整により生ずる１株未満の端数は切り捨て
ます。

(3) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額
組織再編行為の条件に応じて合理的に調整された額とし、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げ
ます。

(4) 新株予約権の行使期間
新株予約権の行使期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のいずれか遅い日から、新株予約権の行使
期間の満了日までとします。

　　(5) その他の権利行使及び取得事由

 　　　　上記の新株予約権の行使の条件およびに取得の条件に準じて定めるものとします。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項
上記の新株予約権の行使により株式を発行する場合に準じて定めるものとします。

(7) 新株予約権の取得承認
譲渡による当該新株予約権の取得については、再編対象会社の承認を要するものとします。
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②　新株予約権付社債

旧商法341条ノ２の規定に基づき発行した新株予約権付社債は、次のとおりであります。

2009年10月２日満期円貨建転換社債型新株予約権付社債（平成16年10月４日発行）

第２四半期会計期間末現在
(平成20年９月30日)

新株予約権の数(個) 9,500

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 5,234,160

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,815

新株予約権の行使期間
自　平成16年10月18日
至　平成21年９月18日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の
株式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格　　　 1,815
資本組入額　　　 908

新株予約権の行使の条件 一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項 該当事項なし。

代用払込みに関する事項

旧商法341条ノ３第１項第７号及び第８号により、本新
株予約権を行使したときは、本社債の全額の償還に代え
て、当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額
の全額の払込とする請求があったものとみなす。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

―

新株予約権付社債の残高(百万円) 9,500

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年７月１日～
平成20年９月30日

―　 59,274 ― 10,649 ― 26,256

(注)　１．平成20年10月１日付の小川東邦株式会社との株式交換による新株引受人への割当により発行済株式総数が

　　40千株、資本準備金が79百万円増加しております。(なお交換に際して割当する当社株式890千株のうち、

　　当社が保有する自己株式850千株を除く40千株を新規発行しております。)

　　　２．平成20年10月１日付の山口東邦株式会社との株式交換による新株引受人への割当により発行済株式総数が

　　323千株、資本準備金が646百万円増加しております。

　　　３．平成20年11月１日付の株式会社須江薬品との株式交換による新株引受人への割当により発行済株式総数が

　　318千株、資本準備金が536百万円増加しております。

　　　４．平成20年11月１日付の株式会社エトスとの株式交換による新株引受人への割当により発行済株式総数が

　　810千株、資本準備金が1,366百万円増加しております。
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(5) 【大株主の状況】

平成20年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

田辺三菱製薬株式会社 大阪府大阪市中央区道修町３－２－10 3,536 5.97

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１－８－11 2,547 4.30

第一三共株式会社 東京都中央区日本橋本町３－５－１ 2,509 4.23

塩野義製薬株式会社 大阪府大阪市中央区道修町３－１－８ 2,418 4.08

アステラス製薬株式会社 東京都中央区日本橋本町２－３－11 1,901 3.21

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口４Ｇ)

東京都中央区晴海１－８－11 1,473 2.49

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２－11－３ 1,327 2.24

東邦薬品従業員持株会 東京都世田谷区代沢５－２－１ 1,266 2.14

みずほ信託退職給付信託みずほ
銀行口再信託受託者資産管理
サービス信託

東京都中央区晴海１－８－１２　晴海アイラ
ンド　トリトンスクエアオフィスタワーＺ棟

1,126 1.90

松谷　眞 東京都調布市 1,085 1.83

計 ― 19,191 32.38

(注) １．上記日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式は、信託業務に係る株式であります。

２．上記日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は、信託業務に係る株式であります。

３．みずほ信託退職給付信託みずほ銀行口再信託受託者資産管理サービス信託の所有株式は、退職給付信託の信

託財産であり、その議決権行使の指示権は株式会社みずほ銀行が留保しております。

４．住友信託銀行株式会社から平成20年６月20日付で近畿財務局長に提出された変更報告書により、3,156千株

(発行済株式総数に対する所有株式数の割合5.33％)の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当

社として当第２四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができないため、上記大株主の状況には含めてお

りません。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式　  927,100― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 58,278,800 582,788 ―

単元未満株式 普通株式     68,257― １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 59,274,157― ―

総株主の議決権 ― 582,788 ―

(注)　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,700株(議決権の数47個)含まれておりま

す。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

当社
　
酒井薬品株式会社

株式会社アルフ

東京都世田谷区代沢
５－２－１
東京都三鷹市野崎
１－11－22
東京都渋谷区神宮前
１－２－４

887,100

33,000

7,000

―
 
―

―

887,100

33,000

7,000

1.50

0.05

0.01

計 ― 927,100 ― 927,100 1.56

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年　４

月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 2,530 2,185 2,050 2,080 2,045 1,923

最低(円) 2,125 1,930 1,891 1,956 1,833 1,469

(注)　株価は東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第２四半期連結会計期間(平成20年７月１

日から平成20年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,837 16,742

受取手形及び売掛金 205,806 205,355

有価証券 499 498

商品 45,384 46,460

その他 26,952 24,752

貸倒引当金 △2,142 △385

流動資産合計 292,338 293,424

固定資産

有形固定資産 ※１
 45,752

※１
 45,545

無形固定資産

のれん 7,959 6,371

その他 2,399 2,640

無形固定資産合計 10,359 9,011

投資その他の資産

その他 38,084 40,211

貸倒引当金 △832 △920

投資その他の資産合計 37,251 39,291

固定資産合計 93,363 93,849

資産合計 385,702 387,273

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 260,232 259,717

短期借入金 5,097 6,495

未払法人税等 1,383 3,003

賞与引当金 2,535 2,506

役員賞与引当金 37 75

返品調整引当金 327 319

その他 5,734 5,780

流動負債合計 275,346 277,898

固定負債

社債 9,800 9,900

長期借入金 353 535

退職給付引当金 2,099 2,095

債務保証損失引当金 1,000 －

負ののれん 2,304 2,839

その他 13,781 13,232

固定負債合計 29,338 28,601

負債合計 304,685 306,500
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 10,649 10,599

資本剰余金 25,157 24,181

利益剰余金 45,471 48,829

自己株式 △1,453 △3,436

株主資本合計 79,825 80,175

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 2,253 1,699

土地再評価差額金 △4,637 △4,637

評価・換算差額等合計 △2,384 △2,937

新株予約権 62 54

少数株主持分 3,513 3,480

純資産合計 81,017 80,772

負債純資産合計 385,702 387,273
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 409,429

売上原価 375,730

売上総利益 33,699

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 13,737

賞与引当金繰入額 2,525

役員賞与引当金繰入額 36

退職給付引当金繰入額 93

福利厚生費 2,277

車両費 671

減価償却費 1,042

のれん償却額 614

賃借料 2,315

租税公課 388

その他 5,624

販売費及び一般管理費合計 29,329

営業利益 4,370

営業外収益

受取利息 74

受取配当金 256

受取手数料 939

負ののれん償却額 535

持分法による投資利益 11

その他 403

営業外収益合計 2,220

営業外費用

支払利息 64

仮払消費税の未控除損失 383

その他 31

営業外費用合計 479

経常利益 6,110

特別利益

固定資産売却益 0

投資有価証券売却益 206

退職給付制度改定益 220

その他 16

特別利益合計 444
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

特別損失

固定資産処分損 31

減損損失 120

関係会社株式評価損 5,586

債務保証損失引当金繰入額 1,000

貸倒引当金繰入額 1,793

その他 186

特別損失合計 8,716

税金等調整前四半期純利益 △2,161

法人税、住民税及び事業税 1,393

法人税等調整額 △701

法人税等合計 691

少数株主利益 43

四半期純利益 △2,896
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

売上高 204,265

売上原価 187,354

売上総利益 16,911

販売費及び一般管理費

役員報酬及び給料手当 6,906

賞与引当金繰入額 1,279

役員賞与引当金繰入額 18

退職給付引当金繰入額 53

福利厚生費 1,137

車両費 376

減価償却費 540

のれん償却額 335

賃借料 1,174

租税公課 176

その他 2,863

販売費及び一般管理費合計 14,863

営業利益 2,048

営業外収益

受取利息 45

受取配当金 47

受取手数料 473

負ののれん償却額 267

持分法による投資利益 10

その他 226

営業外収益合計 1,070

営業外費用

支払利息 28

仮払消費税の未控除損失 213

その他 15

営業外費用合計 256

経常利益 2,862

特別利益

固定資産売却益 0

貸倒引当金戻入額 13

その他 0

特別利益合計 14
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間
(自 平成20年７月１日
　至 平成20年９月30日)

特別損失

固定資産処分損 11

減損損失 27

関係会社株式評価損 5,586

債務保証損失引当金繰入額 1,000

貸倒引当金繰入額 1,793

その他 186

特別損失合計 8,603

税金等調整前四半期純利益 △5,727

法人税、住民税及び事業税 △458

法人税等調整額 △297

法人税等合計 △756

少数株主利益 △20

四半期純利益 △4,950
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 △2,161

減価償却費 1,042

減損損失 120

のれん償却額 614

負ののれん償却額 △535

退職給付引当金の増減額（△は減少） △46

返品調整引当金の増減額（△は減少） 8

賞与引当金の増減額（△は減少） 19

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △38

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,668

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 1,000

受取利息及び受取配当金 △330

支払利息 64

固定資産除売却損益（△は益） 30

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △155

関係会社株式評価損 5,586

売上債権の増減額（△は増加） △132

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,422

その他の資産の増減額（△は増加） △343

仕入債務の増減額（△は減少） 181

その他の負債の増減額（△は減少） △73

未払消費税等の増減額（△は減少） △473

その他の損益（△は益） △951

小計 6,514

利息及び配当金の受取額 333

利息の支払額 △66

法人税等の支払額 △2,875

その他 1,179

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,086
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（単位：百万円）

当第２四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △142

定期預金の払戻による収入 683

有形固定資産の取得による支出 △699

有形固定資産の売却による収入 214

無形固定資産の取得による支出 △87

投資有価証券の取得による支出 △776

投資有価証券の売却による収入 424

関係会社株式の取得による支出 △1,276

貸付けによる支出 △1,363

貸付金の回収による収入 129

その他 △530

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,425

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,414

長期借入金の返済による支出 △303

自己株式の取得による支出 △4

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △318

配当金の支払額 △457

少数株主への配当金の支払額 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,504

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △843

現金及び現金同等物の期首残高 15,851

合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 19

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

84

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 15,112
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　連結の範囲の変更

連結子会社数　15社

株式会社全快堂薬局は、第１四半期連結会計期間に株

式交換による株式の取得を行ったことにより、連結子

会社となりました。

２　会計処理の原則及び手続の変更

(1)　「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号)

を第１四半期連結会計期間から適用し、評価基準につ

いては、原価法から原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法)に変更しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総

利益、営業利益、経常利益はそれぞれ39百万円減少し、

税金等調整前四半期純損失は39百万円増加しており

ます。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。

(2)　「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成５年６月17日 最終改正平成19年３月30

日 企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成６

年１月18日 最終改正平成19年３月30日 企業会計基

準適用指針第16号)を第１四半期連結会計期間から早

期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理に変更し、リース資産として計上しております。

またリース資産の減価償却の方法は、リース期間を耐

用年数とし、残存価額をゼロとして算定する方法に

よっております。

なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採用

しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース

資産が有形固定資産に304百万円計上され、当該変更

に伴う損益に与える影響はありません。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記

載しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第２四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連

結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと

認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を

使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明

らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。

３　経過勘定項目の算定方法

合理的な算定方法による概算額で計上する方法に

よっております。

４　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算

定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減

算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方法

によっております。

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結

会計年度末以降に経営環境等に著しい変化がなく、か

つ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認め

られる場合には、前連結会計年度において使用した将

来の業績予想やタックス・プランニングを利用する

方法によっており、前連結会計年度末以降に経営環境

等に著しい変化があるか、又は、一時差異等の発生状

況に著しい変化が認められる場合には、前連結会計年

度において使用した将来の業績予想やタックス・プ

ランニングに当該著しい変化の影響を加味したもの

を利用する方法によっております。

５　連結会社相互間の債権債務及び取引の相殺消去

(連結会社相互間の債権と債務の相殺消去)

当該債権の額と債務の額に差異が見られる場合に　

は、合理的な範囲内で当該差異の調整を行わないで債

権と債務を相殺消去しております。

(連結会社相互間の取引を相殺消去)

取引金額に差異がある場合で当該差異の重要性が　乏

しいときには、当社の金額に合わせる方法により相殺

消去しております。
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【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　
　
　　当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)　
　　　
　　　該当事項はありません。
　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

（債務保証損失引当金）

債務保証先の借入金に対する保証による損失の発生

の可能性が高まったことから、当第２四半期連結会計

期間から保証の履行による損失見込額を債務保証損

失引当金として計上しております。

これにより、税金等調整前四半期純損失が1,000百万

円増加しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額    22,353百万円

　２ 保証債務

　　①　銀行保証債務
株式会社富士バイオメ
デックス
株式会社わかば

1,000百万円
 

295百万円

株式会社アルフ他１件 237百万円

計 1,533百万円

　　②　買掛債務の保証債務

株式会社健翔 919百万円

株式会社翼他１件 53百万円

計 972百万円

　　③　リース契約の保証債務

医療法人信濃会 15百万円

※１ 有形固定資産の減価償却累計額    22,065百万円

　２ 保証債務

　　①　銀行保証債務

株式会社わかば 325百万円

株式会社アルフ他２件 319百万円

計
 
 

645百万円
 
 

　　②　買掛債務の保証債務

株式会社健翔 800百万円

株式会社翼他１件 225百万円

計 1,025百万円

　　③　リース契約の保証債務

医療法人信濃会 19百万円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 15,837百万円

有価証券勘定 499　〃

　　　計 16,336百万円

預入期間が３か月を超える

定期預金
△1,224　〃

現金及び現金同等物 15,112百万円
 

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　

至　平成20年９月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 59,274,157

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 898,672
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３　新株予約権等に関する事項

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期

連結会計期間末残高
(百万円)

提出会社

普通株式 5,234,160 ─

─ ─ 62

連結子会社 ― ― ─

合計 5,234,160 62

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年５月９日
取締役会

普通株式 利益剰余金 457 ８ 平成20年３月31日 平成20年６月９日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年11月６日
取締役会

普通株式 利益剰余金 583 10平成20年９月30日 平成20年12月８日

　　

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　
　　　　該当事項はありません。
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(リース取引関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

　　　
リース開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常
の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を引き続き行っておりますが、当四半期連結会計期間におけ
るリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりませ
ん。

　

(有価証券関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)

　　　
有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい
変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成20年９月30日)

　　　
デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい
変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

　　　
該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

医薬品
卸売事業
(百万円)

調剤薬局
事業
(百万円)

治験施設
支援事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

198,369 5,790 106 204,265 ─ 204,265

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

2,149 ─ ─ 2,149( 2,149) ─

計 200,518 5,790 106 206,414( 2,149)204,265

営業利益 2,135 290 △98 2,327 ( 278) 2,048

(注) １．事業区分は商品等の販売及び役務提供の種類別に区分しています。

２．各事業の主な内容

(1) 医薬品卸売事業…………医薬品、麻薬、検査薬等の販売・医療機器の販売

(2) 調剤薬局事業……………保険薬局、在宅医療業務、医薬品販売

(3) 治験施設支援事業………治験施設の支援並びに医薬品開発業務の受託

３．会計方針の変更

(1)「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　２　会計処理の原則及び手続の変更　

(1)」に記載の通り、第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準

委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用しております。

(2)「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　２　会計処理の原則及び手続の変更　

(2)」に記載の通り、第１四半期連結会計期間から「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員

会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適

用指針第16号)を早期に適用しております。

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

医薬品
卸売事業
(百万円)

調剤薬局
事業
(百万円)

治験施設
支援事業
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

(1) 外部顧客に対する
売上高

399,03810,185 205 409,429 ─ 409,429

(2) セグメント間の
内部売上高又は振替高

3,961 ─ ─ 3,961( 3,961) ─

計 403,00010,185 205 413,390( 3,961)409,429

営業利益 4,649 437 △218 4,868 ( 497) 4,370

(注) １．事業区分は商品等の販売及び役務提供の種類別に区分しています。

２．各事業の主な内容

(1) 医薬品卸売事業…………医薬品、麻薬、検査薬等の販売・医療機器の販売

  (2) 調剤薬局事業……………保険薬局、在宅医療業務、医薬品販売

(3) 治験施設支援事業………治験施設の支援並びに医薬品開発業務の受託

３．会計方針の変更

(1)「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　２　会計処理の原則及び手続の変更　

(1)」に記載の通り、第１四半期連結会計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基準

委員会　平成18年７月５日　企業会計基準第９号)を適用しております。この変更により、当第２四半期連

結累計期間における「医薬品卸売事業」の営業利益が39百万円減少しております。

(2)「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更　２　会計処理の原則及び手続の変更　

(2)」に記載の通り、第１四半期連結会計期間から「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員

会　平成５年６月17日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計

基準の適用指針」(企業会計基準委員会　平成６年１月18日　最終改正平成19年３月30日　企業会計基準適

用指針第16号)を早期に適用しております。この変更による損益に与える影響はありません。
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【所在地別セグメント情報】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

当連結グループは、全て本国に所在しておりますので、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)及び当第２四半期連結累計期

間(自　平成20年４月１日　至　平成20年９月30日)

海外売上高がないため該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

当第２四半期連結会計期間(自　平成20年７月１日　至　平成20年９月30日)

 

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

1,326.60円 1,351.96円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間末
(平成20年９月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 81,017 80,772

普通株式に係る純資産額(百万円) 77,441 77,237

差額の主な内訳(百万円)

　新株予約権 62 54

　少数株主持分 3,513 3,480

普通株式の発行済株式数(千株) 59,274 59,219

普通株式の自己株式数(千株) 898 2,089

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(千株)

58,375 57,130
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２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第２四半期連結累計期間

　
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 △49.80円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) △2,896

普通株式に係る四半期純利益(百万円) △2,896

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 58,172

　

第２四半期連結会計期間

　
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

１株当たり四半期純利益 △84.81円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ─

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失で

あるため記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

　

項目
当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) △4,950

普通株式に係る四半期純利益(百万円) △4,950

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 58,376
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(重要な後発事象)

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成20年７月１日 
  至　平成20年９月30日)

（譲渡担保権の実行）
１．概要
当社は、株式会社富士バイオメディックスの銀行借入
金2,000百万円に対する連帯保証をしたことに基づく事
前求償権および同社への貸付金債権1,100百万円の各与
信を与えるにあたり、同社から子会社の株式会社富士
ファミリーファーマシーの全株式を担保に供するとの申
し出があり、譲渡担保権の設定を受けました。
当社は、株式会社富士バイオメディックスが平成20年

10月14日に民事再生手続開始の申立をしたことにより上
記被担保債権の期限の利益を喪失したため、本件譲渡担
保権を実行したものであります。
２．株式会社富士ファミリーファーマシーの主な事業内
容、規模
(1) 主な事業内容
調剤薬局事業

(2) 規模
① 店舗のある主な地域
首都圏を中心に全国各地
② 店舗数
調剤薬局等81店舗(平成20年10月14日現在)

３．譲渡担保権実行株式数
100,000株(発行済株式総数の100.0％)

 （持株会社制への移行）
当社は、平成20年11月６日開催の取締役会において、平
成21年４月１日(予定)をもって持株会社制へ移行するた
めの準備に入ることを決議いたしました。
これに関する移行方法等の詳細事項につきましては今
後決定する予定であるため、当該事象が今後の財政状態
及び経営成績に及ぼす影響は現時点におきましては未確
定であります。

　

２【その他】

　
　第61期(平成20年４月１日から平成21年３月31日まで)中間配当については、平成20年11月６日開催の取締役
会において、平成20年９月30日の最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のと
おり中間配当を行うことを決議いたしました。
　① 配当金の総額                                  583百万円
　② １株当たりの金額                                   10円                
　③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成20年12月８日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年11月14日

東邦薬品株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　舩　  山　  卓　　三　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　坂　　本　　満　　夫　　㊞

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　坂　　本　　邦　　夫　　㊞

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東邦

薬品株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成20年７月１日から平成20年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年

９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東邦薬品株式会社及び連結子会社の平成20年

９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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